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徳島市産業支援交流センター指定管理者募集要項 

 

第１ 募集の目的 

徳島市産業支援交流センター（以下「センター」という。）は、木工や藍染めなどの

地域資源を活用した産業（以下「地場産業」という。）をはじめとする本市の産業を担

う起業家、事業者等への支援を通じて新たな事業を創出し、産業を育成するとともに、

利用者相互の交流を促進することにより、本市の経済の発展を図るための施設であり、

徳島市（以下「市」という。）の行政目的を効果的・効率的に達成できるよう、センタ

ーの管理運営に努めていかなければなりません。 

市は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項、徳島市公の施

設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年徳島市条例第２１号）第２

条及び徳島市産業支援交流センター条例（令和元年徳島市条例第２６号。以下「センタ

ー条例」という。）第４条の規定に基づき、令和５年４月からのセンターの管理運営に

関する業務を行う指定管理者を募集するにあたり、十分な適格性と能力を備えた者を選

考するため、本募集要項を定めるものとします。 

 

第２ 管理運営業務に関する事項 

 １ 施設の概要（別添の＜資料＞センター平面図をご参照ください。） 

  ⑴ 名  称  徳島市産業支援交流センター 

  ⑵ 所 在 地  徳島市元町１丁目２４番地（アミコビル内 １階・９階） 

  ⑶ 開 館 日  令和２年７月 

  ⑷  施設規模  延床面積  ４５８．４２㎡ 

＊ 建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）に

基づく専有部分の床面積 

  ⑸ 主要施設  １階（２００．６１㎡） 

展示販売スペース、フリースペース、事務室 

               ９階（２５７．８１㎡） 

オープンスペース、多目的スペース、有料スペース、事務室 

 

 ２ 管理の基準 

センター条例において規定された供用時間等に関する詳細を含め、その他の遵守す

べき事項及び関係法令等については、別紙資料「徳島市産業支援交流センター管理運

営業務要求水準書」（以下「要求水準書」という。）に記載しています。 

 

３ 業務の範囲 

指定管理者が行う業務の範囲は、センター条例第４条に定めるとおりとし、業務の

詳細な内容については要求水準書を参照してください。 
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 ４ 指定期間 

   令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで。（５年間） 

   指定管理者の指定については、徳島市議会（以下「議会」という。）での議決によ

り正式に確定することとなります。ただし、議会の議決を得られない場合は指定され

ません。 

なお、指定期間内であっても、管理を継続することが適当でないと認められるとき

等は、指定を取り消すことがあります。 

 

 ５ 指定管理料基準額 

   指定管理者は、センターの施設及び付属設備の利用料金収入と市からの指定管理料

をもって、センターの管理運営業務を行うものとします。 

指定管理料については、既存の市有施設の実績等を参考にし、年間の管理運営経費

から利用料金収入等を差引きして算出し、基準額を設定しています。この基準額を上

回る提案をした場合は失格となります。 

指定管理料基準額は、令和５年度から令和９年度までの５年間について 年額 

２０，１２５，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）です。 

   最終的に、指定管理料については、市と指定管理者が締結する協定により決定しま

す。詳細は、要求水準書を参照してください。 

 

 ６ 利用料金 

   センターの利用料金については、地方自治法第２４４条の２第８項の規定による利

用料金制度を採用し、センター条例第８条第４項の規定に基づき、指定管理者の収入

として収受することができます。 

   利用料金の額は、センター条例別表に掲げる額を上限として、指定管理者が施設の

利用促進及び利用者へのサービス向上といった観点を踏まえ、あらかじめ市長の承認

を得て設定することになります。 

   また、センター条例第９条の規定に基づき、市長が定める基準により利用料金を減

額又は免除することができます。減免基準については、要求水準書を参照してくださ

い。 

 

 ７ 自主事業の実施に係る経費 

   自主事業の実施に必要な経費は、指定管理者の負担とし、指定管理料を充てること

はできません。また、自主事業で得た収入は指定管理者の収入とします。 

 

 ８ 経理等 

   指定管理業務に係る会計とその他業務（法人等の固有業務）に係る会計を区分する

とともに、指定管理者に係る経費と収入は専用の口座で管理してください。なお、経

理は会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに区分してください。 

   また、指定管理業務と自主事業は、明確に区分して会計処理を行うとともに、経理
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規定を策定の上、帳簿及び会計証拠書類を備え適正に会計を処理し、指定期間満了後、

帳簿については１０年間、会計証拠書類については５年間保管してください。 

  なお、帳簿及び会計証拠書類については、市が閲覧を求めた場合は、これに応じなけ

ればなりません。 

 

 ９  事業報告及びセルフモニタリング 

    市が指定管理者による施設の適正な管理運営状況を確認するため、指定管理者は事

業報告書を提出するとともに、セルフモニタリングを実施するものとします。詳細に

ついては、要求水準書を参照してください。 

 

  １０  業務の継続が困難となったとき等の措置 

    指定管理者は、業務の継続が困難になったとき又はそのおそれが生じたときは、直

ちに市に報告しなければなりません。そのときの措置については次のとおりです。 

⑴ 指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になるおそれが生じ

たときは、市は指定管理者に対して改善措置等の指示を行い、期間を定めて改善計

画書の提出及びその実施を求めることができます。 

⑵ 指定管理者がその期間内に改善することができなかったときは、市は、指定管理

者の指定の取消し又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止の命令ができる

ものとします。 

⑶ 指定管理者が倒産(解散)し、又は指定管理者の財務状況が著しく悪化するなどし

て、業務の継続が困難と認められるときは、市は指定管理者の指定を取り消すこと

ができます。 

⑷ 上記の⑵若しくは⑶により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部若し

くは一部が停止されたときは、指定管理者は市に生じた損害を賠償しなければなり

ません。 

⑸ 不可抗力その他、市又は指定管理者の責めに帰することができない事由により、

業務の継続が困難となった場合は、市と指定管理者で協議し、業務継続の可否等に

ついて決定します。一定期間内に協議が整わないときは、市は、事前に書面で通知

することにより協定を解除できるものとします。 

⑹ 上記の指定の取消し、業務停止の命令、又は協定の解除が行われたときは、指定

管理者は、次期指定管理者又は他の施設管理者が円滑かつ支障なくセンターの管理

運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行わなければなりません。 

 

 １１  情報管理と情報公開 

    徳島市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第１４条（秘密保持の

義務）及び同１５条（情報公開）の規定に基づき、情報の管理及び公開について取り

扱うものとします。詳細については、要求水準書を参照してください。 
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第３ 募集に関する事項 

 １ 募集及び選定スケジュール 

⑴ 募集要項等の公開・配布         令和４年８月１日（月） 

～令和４年９月１５日（木） 

⑵ 現地説明会の受付             令和４年８月１日（月） 

～令和４年８月１６日（火） 

⑶ 現地説明会               令和４年８月１８日（木） 

⑷ 質問の受付               令和４年８月１９日（金） 

～令和４年８月３１日（水） 

⑸ 質問への回答（ホームページ上で回答）  随時 

⑹ 申請書類の受付             令和４年９月１日（木） 

～令和４年９月１５日（木） 

⑺ 審査選定                令和４年１０月中旬 

⑻ 選定結果の通知及び公表（ホームページ） 令和４年１１月１日（火） 

⑼ 議会での指定議案の議決         令和４年１２月下旬 

⑽ 指定管理者の指定の通知         令和４年１２月下旬 

⑾ 指定管理者の指定の告示         令和４年１２月下旬 

⑿ 指定管理者の指定の公表（ホームページ） 令和４年１２月下旬 

⒀ 基本協定の締結             令和５年１月 

⒁ 事務引継等               令和５年２月 

⒂ 年度協定の締結             令和５年４月１日（土） 

⒃ 管理運営業務開始            令和５年４月１日（土） 

 

２ 申請者の資格 

   指定管理者の募集に申請できる者は、要求水準書に記載する法令等を遵守し、かつ

指定期間中に施設を安全円滑に管理運営することのできる法人その他の団体（以下

「法人等」という。）又は複数の法人等により構成される共同体（以下「共同体」と

いう。）であることとします。個人での申請はできません。 

   また、共同体を含む法人等及び代表者が次の欠格事項に該当しない必要があります。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者 

⑵  地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受け、当該処分

の日から起算して２年を経過しない者 

⑶ 市が行う建設工事等の請負又は物品の購入若しくは製造の請負の指名競争入札に

おいて、指名停止又は指名回避等の措置を受けている者 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団及びそれらの利益となる活動を行う者、暴力団又はその

構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなっ

た日から５年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」という。）の統制の下に

ある者 
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⑸  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の申立て、

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開始の申立て又

は破産法（平成１６年法律第７５号）の規定に基づく破産手続の申立てがなされた

者 

⑹ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第

３条又は第８条第１項第１号に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認

定された日から２年を経過しない者 

⑺ 市税、法人税並びに消費税及び地方消費税を滞納している者 

⑻ 法人等若しくは共同体の構成法人等であって、他の共同体の構成法人等である者

又は二つ以上の提案を行う者 

⑼ 労働基準法等の労働者使用関連法令の違反により、公訴、送検又は命令等の行政

処分を受けてから５年を経過しない者 

⑽ 徳島市の公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第３条第２項の規

定に該当する者 

⑾ 役員（法人等の監査役及び監事を含む。）のうちに、次のいずれかに該当する者

がいる団体 

① 成年被後見人又は被保佐人 

② 破産者で復権を得ない者 

③ 禁固以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受ける

ことがなくなった日から２年を経過しない者 

④ 暴力団の構成員等 

⑤ 選定委員会委員（「第４ 選定及び指定に関する事項」参照） 

 

３ 管理運営にあたっての条件 

   指定管理者は、利用者へのサービス向上、経営の効率化に努め、公の施設として次

に掲げる条件に従って適切な管理運営を図るものとします。 

  ⑴ 地方自治法、センター条例等を遵守しなければなりません。 

  ⑵ 労働基準法その他の労働関係法令を遵守しなければなりません。 

  ⑶ 施設利用者に対して、公平な取扱いをしなければなりません。 

  ⑷ 徳島市個人情報保護条例等の趣旨に沿い、管理運営業務を通じて取得した個人情

報その他の情報は、その取扱いに十分留意し、漏洩、滅失及び毀損の防止を図ると

ともに、適切な管理のために必要な措置を講じなければなりません。 

  ⑸ その他市長が定める条件 

    なお、条件等についての詳細は、要求水準書を参照してください。 

 

４ 募集要項等の公開及び配布の期間 

   募集要項は、令和４年８月１日（月）から市のホームページに掲載します。 

   また、募集要項等関係書類は、経済部経済政策課の窓口において、令和４年８月１

日（月）から令和４年９月１５日（木）まで配布します。（８時３０分から１７時ま
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で。ただし、土、日曜日及び祝日を除く。） 

 

５ 現地説明会の開催 

⑴ 開催日時： 令和４年８月１８日（木）１０時１５分から(受付は１０時から） 

⑵ 集合場所： アミコビル９階 産業支援交流センター０９ 

⑶ 参加資格： 本要項中「第３ 募集に関する事項 ２ 申請者の資格」を満たす

法人等又は共同体に所属する者とします。 

⑷ 参加申込： 参加を希望される場合は、現地説明会参加申込書（様式１）により、

必要事項を記入の上、持参又は郵送により経済政策課まで申し込んで

ください。持参の場合の受付時間は、８時３０分から１７時まで（た

だし、土、日曜日及び祝日を除く。） 

⑸ 申込締切： 令和４年８月１６日（火）１７時必着 

 

６ 募集内容等に係る質問の受付 

⑴ 受付期間： 令和４年８月１９日（金）から令和４年８月３１日（水）１７時必

着 

⑵ 質問方法： 質問書（様式２）により、持参、郵送、ＦＡＸ、電子メールのいず

れかで経済政策課あてにお送りください。ただし、質問者は、本要項

中「第３ 募集に関する事項 ２ 申請者の資格」を満たす法人等又

は共同体に所属する者とします。 

⑶ 回答方法： 回答は個別通知をせず、随時、市のホームページにおいて、公開す

る予定です。 

 

７ 申請書類及び作成要領 

   別紙「徳島市産業支援交流センター指定管理者募集様式集」の、「申請書類の作成

要領」及び「申請書類及び添付書類一覧表」のとおりとし、正本１部及び副本１０部

を提出してください。 

 また、申請書類のうち事業計画書（様式１２－１から１２－１０）については、そ

の内容を記録した電子媒体（ＣＤ－ＲＯＭ）１枚を併せて提出してください。 

 

８ 申請書類の提出 

⑴ 申請書類の受付 

 ① 受付期間： 令和４年９月１日（木）から令和４年９月１５日（木）１７時必

着 

② 受付場所： 徳島市役所 経済部 経済政策課 

        （徳島市幸町２丁目５番地 市役所本館３階） 

   ③ 受付方法： 申請書類一式を、持参又は郵送により提出してください。なお、

郵送により提出する場合は、事前に電話による連絡をしてください。 

         ＦＡＸ、電子メールでの受付はいたしません。 



- 7 - 

 

 

④ 提出書類 

    ア 指定管理者指定申請書              （様式３－１） 

    イ 指定管理者指定申請者連絡先           （様式３－２） 

    ウ 誓約書                     （様式５） 

    エ 共同体構成法人等届（共同体の場合）       （様式６） 

オ 共同体協定書（共同体の場合）          （様式７） 

カ 委任状（共同体の場合）             （様式８） 

キ  法人等概要書                  （様式９） 

ク 法人等役員一覧                 （様式１０） 

ケ  法人等の主要業務実績一覧            （様式１１） 

    コ 事業計画書（総括表）              （様式１２－１） 

サ 事業計画書（施設の管理運営方針）        （様式１２－２） 

    シ 事業計画書（管理運営体制等）          （様式１２－３－１） 

    ス 事業計画書（人員体制）             （様式１２－３－２） 

    セ 事業計画書（協力法人一覧）           （様式１２－３－３） 

    ソ 事業計画書（本業務の実施計画⑴）        （様式１２－４－１） 

    タ 事業計画書（本業務の実施計画⑵）        （様式１２－４－２） 

    チ 事業計画書（本業務の実施計画⑶）        （様式１２－４－３） 

    ツ 事業計画書（本業務の実施計画⑷）        （様式１２－４－４） 

  テ 事業計画書（自主事業）             （様式１２－５） 

    ト 事業計画書（収支計画書）            （様式１２－６） 

  ナ 事業計画書（地域への貢献及び地域との連携）    （様式１２－７） 

    ニ 事業計画書（情報管理）             （様式１２－８） 

    ヌ 事業計画書（危機管理）             （様式１２－９） 

    ネ 事業計画書（環境への配慮）           （様式１２－１０） 

  ノ その他添付書類 

(ア) 定款、寄附行為、規約又はこれに類する書類 

(イ)  当該法人の登記簿謄本等 

      (ウ) 法人等の経営状態が分かる書類（直近２事業年度の事業報告書、貸借対

照表及び損益計算書ほか） 

(エ) 市税等の滞納がないことが分かる書類（直近３事業年度分の納税証明書

等） 

(オ) その他市長が特に必要と認める書類 

 

第４ 選定及び指定に関する事項 

 １  審査日程 

    審査は、令和４年１０月中旬を予定しています。 
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２  審査基準 

    徳島市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第４条に定める選定基

準に基づき、総合的に判断します。なお、審査基準の項目、配点等については、要求

水準書を参照してください。 

 

３ 選定方法 

  ⑴ 指定管理者となるべき候補者（以下「指定候補者」という。）の選定は、徳島市

産業支援交流センター指定管理者選定委員会（以下 「選定委員会」という。）にお

いて、提出書類による申請資格と提案内容等の審査及び申請者によるプレゼンテー

ションを実施し、最低基準として総合評価点が総配点の６０％以上を満たす団体の

うち、評価の上位順に優先交渉順位を決定し、徳島市に報告します。なお、申請者

が１団体であった場合においても、選定委員会を開催するものとします。（指定管

理者として十分な適格性と能力を備えた者である場合のみ選定します。） 

    選定委員会は、外部委員（学識経験者など有識者）３人、内部委員（市職員）２

人の計５人で構成します。なお、選定委員会の会議については、非公開とします。 

  ⑵ 市は、選定委員会における選定結果を踏まえ、最優秀者を優先交渉権者として、

協議を行います。協議が整った段階で、指定候補者として選定します。 

    優先交渉権者と協議が整わない場合は、優先交渉権者との協議を打ち切り、選定

委員会の選定結果において次点となった者との間で改めて協議を行い選定します。 

 

４ 選定結果の通知及び公表 

   指定候補者の選定結果は、審査を受けた法人等又は共同体の全てに対して、令和４

年１１月１日（火）に文書により通知します。 

   また、市のホームページにおいて、指定候補者に選定した法人等又は共同体の名称、

申請団体名、選定理由などの審査結果を公表します。 

 

５ 留意事項 

⑴ 申請者が次に掲げる項目に該当したときは、失格とします。 

    ① 申請書類に虚偽の記載があったとき 

    ② 指定管理者の申請要件を満たしていないことが判明したとき 

    ③ 著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者としての業務を

行うことについてふさわしくないと市が認めたとき 

    ④ その他不正な行為があったと市が認めたとき 

⑵ 市が必要と認めるときは、追加資料の提出を求めることがあります。 

⑶ 場合によっては、法人等及び共同体の構成法人等の主要構成員(取締役、理事等)

に係る住民票又は住民票記載事項証明書の提出を求めることがあります。 

 

  ６  指定管理者の指定 

   市は、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決を経て、指定
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管理者を指定します。議会の議決が得られない場合は指定管理者となれません。 

   なお、市は、指定管理者の指定に関する議会の議決が得られないことにより指定候

補者に生じた損害を負担しません。 

 

 ７  協定の締結 

   指定管理者の指定後に、施設の管理運営業務に関する包括的な事項を定める基本協

定及び各年度毎の指定管理料の支払方法等の事項を定める年度協定を締結します。 

  協定の締結に際し、必要な事項については、市と指定管理者が協議の上定めることに

なります。 

   なお、指定管理者として指定された法人等及び共同体が、正当な理由なくして協定

の締結に応じない場合は、その指定を取り消し、協定を締結しないことがあります。

その場合、市は一切の損害賠償責任を負いませんが、指定管理者は市に生じた損害を

賠償するものとします。 

 

第５ その他の事項 

１  申請書類等の取扱い 

⑴ 申請書類の作成 

    申請書類の作成に当たっては、要求水準書に記載されている内容を遵守してくだ

さい。 

 

⑵ 著作権 

    市が提示する設計図書等の著作権は市及び作成者に帰属し、申請者の提出する書

類の著作権はそれぞれの申請者に帰属します。 

 

⑶ 特許権等 

    申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他日本国

の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法や維持管理

手法等を用いた結果により生じた事象に係る責任は、すべて申請者が負うものとし

ます。 

 

⑷ 変更等の禁止 

    提出した申請書類は、これを書き換え、差し替え、又は撤回することはできませ

ん。 

 

⑸ 返却等 

    提出された申請書類は、審査のため選定委員会の委員に配布することがあります。

また、理由の如何を問わず返却しません。 
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  ２  費用負担 

    申請及び審査に際して申請者に係る費用については、すべて申請者の負担とします。 

 

３ 納税義務 

   指定管理者は、法人税、消費税、法人住民税、法人事業税等の納税義務を負う場合

があるので、納税に関することは、管轄の税務署等の関係機関に確認してください。 

 

 ４  申請書提出後の辞退 

    指定管理者指定申請書の提出後に申請を辞退する場合には、指定管理者指定申請辞

退届（様式４）を締め切り（令和４年９月１５日（木）１７時必着）までに提出して

ください。 

 

５  問合せ先及び申請書提出先 

    担 当 部 署：  徳島市経済部経済政策課 

    所  在  地： 〒770-8571 徳島市幸町２丁目５番地 

    電 話 番 号： ０８８－６２１－５２２５ 

    ＦＡＸ番号： ０８８－６２１－５１９６ 

        メールアドレス： keizai_seisaku＠city-tokushima.i-tokushima.jp 

    担 当 者 名： 辻・橋本 
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＜資料＞産業支援交流センター平面図 
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